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温室効果ガスの排出量
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〇 再生可能エネルギーとは、「絶えず補充される自然のプロセス由来のエネルギーであり、太陽、風力、バイオマス、地熱、
水力（大規模ダムによる水力発電含む）、海洋資源から生成されるエネルギー、再生可能起源の水素が含まれる」（IEA）。

〇 再生可能エネルギーは、温室効果ガスの排出が比較的少ないエネルギー源。また、施設については、例えば太陽光で
あればパネルやパワコンはその大半は中国製、風力であれば全て外国製といった特色がある。

〇 世界の温室効果ガス排出量は、上昇基調で推移しているものの、国内については、再生可能エネルギーの導入が進む
など2014年以降は下降傾向。

〇 国内の各種電源別のCO2排出量（2015年度）

〇 国内の温室効果ガス排出量の推移
リーマンショック

東日本大震災

（出典）資源エネルギー庁HPをもとに作成

（出典）環境省HP「温室効果ガス排出・吸収量算定結果」をもとに作成

〇 世界の温室効果ガス排出量の推移
（百万トン CO2 換算）

（出典）環境省HP「気候変動の国際交渉 関連資料」をもとに作成

〇 温室効果ガスの種類

・二酸化炭素…化石燃料（石炭、石油、天然ガス）の燃料などで排出
・メタン…農業関連、廃棄物の埋め立て、燃料の燃焼などで排出
・一酸化二窒素…燃料の燃焼、窒素肥料の生産使用などで排出
・フロン類…冷媒、断熱材の発泡剤、半導体の洗浄剤などで排出
※温室効果ガスとは、大気圏にあって地表から放射される赤外線の一部を吸収

して、温室効果をもたらす気体のことで、二酸化炭素やメタン等が該当する。地
球温暖化の主な原因とされている。
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国内外の動向

〇 我が国の総発電量に占める再生可能エネルギー電気の割合は令和元（2019）年度時点で18.1％。以前から開発が進
んできた水力発電を除く再生可能エネルギー電気の割合は2.1％（2010年度）から10.3％（2019年度）に増加。

〇 固定価格買取制度（FIT）が開始された平成24（2012）年度以降は、2012～2014年度に大量にFIT認定された案件につい
て、その後導入が進んでいる。

〇 世界を見ると再生可能エネルギー（自然エネルギー）の導入は風力を柱に大きく進み、全体の1/4程度。

〇 国内のFIT認定による導入量の推移

〇 国内の電源構成（発電量）の推移

世界的に、発電電力量に占める再生可能エネルギーの割合は増加傾向。
特に太陽光発電については、2018年は対前年比34％増となったものの、風
力発電は対前年比で2011年は27%増から2017年は18%増に留まった。

国内では、太陽光発電の導入が大きく進み、2019年度の再生可能エネル
ギー発電比率は18.1%となった。（2010年度比8.6%増）

〇 世界の再生可能エネルギー発電量の推移（再エネ割合）（出典）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」

〇 世界の電源構成（発電量）(2019年)

（出典）資源エネルギー庁調べを
もとに作成

18.1％

（出典）JPEA出荷統計、NEDOの風力発電設備実績統計、包蔵水力調査、地熱発電の現状と動向、RPS制度・固定価
格買取制度認定実績等より資源エネルギー庁集計をもとに作成
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（出典）環境省HP（2018年度は推計値）
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国際比較（発電比率）（再生可能エネルギーには大規模水力発電含む）

（出典）資源エネルギー庁資料（国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の
調達価格等算定委員会の論点案）2021年10月 3
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（出典）資源エネルギー庁調べをもとに作成
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太陽光発電のFIT認定・導入の推移と2020年度の認定状況（参考）
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電源別のFIT制度の調達価格（参考）

（出典）資源エネルギー庁資料（国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の
調達価格等算定委員会の論点案）2021年10月 6



電源別のFIT制度の調達価格（参考）

（出典）経済産業省HP（外務省HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html）、Global Forest Resources Assessment2020（http://www.fao.org/3/ca9825en/CA9825EN.pdf）
IEA Market Report Series - Renewables 2019（各国2018年度時点の発電量）、総合エネルギー統計(2019年度速報値)、FIT認定量等より作成）

※平地面積は、国土面積から、Global Forest Resources Assessment 2020の森林面積を差し引いて計算したもの。

国土面積あたりの我が国の太陽光導入容量は主要国の中で最大。国土が山がちな我が国は平地面積でみるとドイツの２
倍のダントツ１位。
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FIT制度に伴う国民負担の状況

（出典）資源エネルギー庁資料（国内外の再生可能エネルギーの現状と今年度の
調達価格等算定委員会の論点案）2021年10月
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太陽光発電に関する地域でのトラブル

太陽光発電所

山陽新幹線
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再生可能エネルギー発電設備の設置に関する条例の制定状況

（出典）資源エネルギー庁ＨＰ

○近年、自然環境や景観の保全を目的として、再エネ発電設備の設置に抑制的な条例（再エネ
条例）の制定が増加していることを踏まえ、全国の自治体を対象に条例の制定状況を調査し、
1,559の自治体から回答を得た（回答率87.7％）

○2016年度に26件だったものが2020年度には134件と5年で約5.2倍に増加し、全国の自治体の
約1割弱が、再エネ条例を制定している状況。

○このうち、66件の条例は、再エネ発電設備の設置に関し、抑制区域や禁止区域を規定しており、
中には川島町の条例のように、域内全域を抑制区域とする例も見られる。
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・ 発電設備の整備内容
・ 農林漁業の健全な発展に資する取組 等

・ 農山漁村の活性化に関する方針
・ 再エネ発電設備の整備を促進する区域
・ 農林地の効率的利用の確保 等

協議会

市町村

設備整備者

農林漁業者・団体
地域住民、
学識経験者等

・再エネの導入による地域の活性化
・農林漁業の健全な発展に資する取組
・農林漁業との土地利用の調整

等について協議

農地法、森林法、漁港漁場整備
法等の手続のワンストップ化

国・都道府県

・ 農林漁業との調和
・ 農林地等の適切な利用調整 等の方針

基本方針
【国】

基本計画
【市町村】

農山漁村の再生可能エネルギーの導入に向けた取組を推進

作
成

作
成

設備整備計画
【設備整備者】

認
定

設備整備計画認定地区数（令和2年度）:95地区

基本計画作成市町村数（令和2年度）:74市町村

農山漁村における再生可能エネルギー発電の促進に関する計画制度

再生利用可能な荒廃農地を活用
する場合は、今後の耕作の見込
みがないことを市町村等が判断

11



我が国と諸外国の食料自給率

農林水産省HP「世界の食料自給率」より引用

基礎的な栄養価であるエネルギー
（カロリー）に着目して、国民に供給さ
れる熱量に対する国内生産の割合

を示す指数

経済的価値に着目して、国民に供給
される食料の生産額（食料の国内消
費仕向額）に対する国内生産の割合

を示す指数
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カロリーベースと生産額ベースの食料自給率（令和２年度）

農林水産省HP「日本の食料自給率」より引用
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営農型太陽光発電とは

 営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）とは、農地に支柱を立てて上部空間に太陽光発
電設備を設置し、太陽光を農業生産と発電とで共有する取組。

 農山漁村に資する取組の促進について、令和2年3月に閣議決定された食料・農業・農村基
本計画にも位置づけ。

露地の畑の上部にパネルを設置 パネル下でのトラクターによる
耕運作業の様子

食料・農業・農村基本計画（令和２年3月31日閣議決定）抜粋

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
３．農村の振興に関する施策 （1）地域資源を活用した所得と雇用機会の確保 ③ 地域経済循環の拡大 ア バイオマス・再生可能エネルギーの導入、地域内活用

農村の所得の向上・地域内の循環を図るため、地域資源を活用したバイオマス発電、小水力発電、営農型太陽光発電等の再生可
能エネルギーの導入、地域が主体となった地域新電力の立上げ等による再生可能エネルギーの活用を促進する。（以下略）
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農地・耕作とは

農地法等において

・「農地」とは、耕作の目的に供される土地をいい、耕作とは土地につき肥培管理を行って
作物を栽培することを意味する。

・「耕作」とは土地に労費を加え肥培管理を行って作物を栽培することをいい、「耕作の目
的に供される土地」には、現に耕作されている土地のほか、現在は耕作されていなくても
耕作しようとすればいつでも耕作できるような、すなわち客観的に見てその現状が耕作の
目的に供されるものと認められる土地（休耕地、不耕作地等）も含まれる。

農地法関係事務に係る処理基準 第1の（1）より抜粋

荒廃農地と判断された土地の一例

15



営農型太陽光発電の高収益農業の実証結果概要（１/２）

H30～R元年度に、秋田県および静岡県において、営農型太陽光発電設備下部の農地での営農実証を行いました。

・発電設備下ではやや生育量が不足し、開花期も2日程度遅くなる

等生育への影響があるが、収量、品質は慣行と同等と推定

・機械作業は可能であるものの、支柱に注意して作業をする必要

があり、作業時間が増加

表 株の分解調査

試験区 分枝数
枝/株

節数
節/株

莢数
個/株

全重
kg/10a

収量
kg/10a

遮光率31% 2.6 23.8 55 1,726 838

慣行 3.2 25.8 62.6 2,235 1,089

注）平均的な生育を示す代表株5株を調査
栽植密度：農家慣行区 5.79株/㎡ 実証区 4.10株/㎡

設置場所 秋田市 施設面積 8.5a

発電出力 39.6kW 遮光率 31%

支柱間隔 4.2m 高さ 3.4m

えだまめ品種：湯あがり娘

設備概要

秋田県において、えだまめは生産・販売対策を強力に推進する県の重
点野菜の一つに位置づけ。特に耕作放棄地の拡大が懸念される中山
間地域のモデルとして実証を実施。

１ 秋田県秋田市における えだまめ の実証概要
静岡県における
茶、ブルーベリー、キウイフルーツ の実証概要２

静岡県において、特産品である茶等について、園地の上空への太陽電池
の設置が、育成環境にもたらす影響等の調査を通じて、高い収益性が確
保できる営農方法の実証を実施。

設備概要

設置場所 島田市 施設面積 4.6 a

発電出力 22 kW 遮光率 50 %

支柱間隔 3 m 高さ 2.8 m

品種：かなやみどり

・50%程度の遮光でも、収量や品質に影響がないとの結果

・発電設備下では、一番茶の新芽の生育が早い傾向

・発電設備下では、朝方の葉温の低下が抑制され、凍霜害の発生が

抑えられる傾向

茶

表 茶の新芽の生育状況

試験区 萌芽期 摘採日
（調査日）

新芽重
g

新芽数
本

遮光率50% 4/9
5/2

15.6 29

慣行 4/16 12.7 34
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営農型太陽光発電の高収益農業の実証結果概要（２/２）

ブルーベリー

設置場所 静岡市
清水区

施設面積 2.6 a

発電出力 13 kW 遮光率 36 %

支柱間隔 4 m 高さ 3 m

設備概要

・収穫時期が数日程度遅れる傾向があるが、収量、果実品質は

慣行と同等

表 ブルーベリーの収量と果実品質

品種 試験区 収量
kg/樹

糖度
Brix

酸含量
%

ブライトウェル
遮光率36% 1.5 10.6 0.7

慣行 1.8 10.2 0.5

バルドウィン
遮光率36% 2.0 12.0 0.7

慣行 2.2 11.1 0.7

秋田県、静岡県の本実証事業の報告書は以下のHPで閲覧できます。

秋田 https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/48189
静岡 http://www.pref.shizuoka.jp/sangyou/sa-310/einou.html

設置場所 静岡市
清水区

施設面積 2.6 a

発電出力 13 kW 遮光率 36 %

支柱間隔 4 m 高さ 3 m

設備概要

品種：静岡ゴールド

キウイフルーツ

・収量、果実品質は慣行と同等

・風雨や強い光が遮られるため、果実軟腐病や、傷・汚れが減少の

傾向、一方で、カイガラムシが増加の傾向

表 キウイフルーツの収量と果実品質

試験区 収量
t/10a

糖度
Brix

酸含量
%

遮光率36% 1.8 15.5 0.6

慣行 1.8 15.6 0.6
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バイオマスについて

○ バイオマスとは、生物資源（bio）の量（mass）を示す概念であり、「動植物に由来する有機物である資源（化石
資源を除く。）」であり、大気中の二酸化炭素を増加させない「カーボンニュートラル」と呼ばれる特性を有している。
○ バイオマスを製品やエネルギーとして活用していくことは、農山漁村の活性化や地球温暖化の防止、循環型社会の形
成といった我が国の抱える課題の解決に寄与するものであり、その活用の推進を加速化することが強く求められている。

○ 廃棄物系バイオマス
・ 家畜排せつ物
・ 下水汚泥
・ 黒液※
・ 紙
・ 食品廃棄物
・ 製材工場等残材
・ 建設発生木材

※ 木材パルプを作るときに化学的に分解・分離した際、発
生する液体

○ 未利用系バイオマス
・ 農作物非食用部
・ 林地残材

○ 資源作物
・ 微細藻類 等

バイオマスの種類 用 途

○ 多くのバイオマスは、地域に「広く薄く」存在しているため、
経済性の向上が重要
・ 原料の効率的な収集・運搬システムの確立
・ バイオマス製品等の販路の確保
・ 幅広い用途への活用（高付加価値化）
・ 製造・利用技術の低コスト化

経済性が確保された一貫システムの構築

バイオマス活用にあたっての課題

製品利用
製材製品、木質ボード 等

エネルギー利用
発電、熱利用

良質材

CO2

成長

光合成 再利用

CO2排出
（＋）CO2吸収

（－）

（±0）

カーボンニュートラルとは?
生物由来のバイオマスは、燃焼等により二酸化炭素を放出しても生物の成⾧
過程で光合成により吸収、大気中の二酸化炭素を増加させないという性質○ マテリアル利用

・ 素材として
プラスチック・樹脂等

・ 化成品原料として
アミノ酸、有用化学物質 等

○ エネルギー利用
・ 電気・熱に変換
直接燃焼、ガス化

・ 燃料に変換
エタノール、ディーゼル、
固形燃料、ガス 等

（既存利用）
・ 肥飼料
・ 薪炭 等

もみ殻

林地残材

木質バイオマス発電所
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地域主体の
小売電気事業者

・電力の購入・販売
・地域内の電力制御

農林漁業関連施設
地域住民

熱を活用
・乾燥
・暖房
・給湯等

再エネ
電気

収益の
地域還元

発電・蓄電施設

営農型
太陽光発電

蓄電池

太陽光発電

風力発電

小水力発電

バイオガス発電

バイオマス発電

地域資源を活用
・土地、水、気候
・木質バイオマス
・家畜排せつ物等

他地域

農山漁村 都市部

再エネ収益を活用した
・農林水産物等の販売
・地域のPR
・都市農村交流 等

再エネ電気

売電収益

再エネ電気

農山漁村

供給

需要

管理

余剰

〇 エネルギー基本計画では、再生可能エネルギーの主力電源化を謳う一方、系統制約により、再生可能エネル
ギーの速やかな導入が困難となっている地域もある。他方、電力分野におけるデジタル化やスマートグリッドの技
術が進展。

〇 再生可能エネルギーを地域の活性化に資するものとするためには、地域の資源と経済の循環を共に高める視点
が必要。地域新電力や農山漁村エネルギーマネジメントシステム（VEMS※）等、地域内の経済循環につながる再
生可能エネルギーを地産地消するモデルの構築と普及が必要。

農山漁村における再生可能エネルギー発電の意義・展開
（農山漁村エネルギーマネジメントシステム(VEMS)）

※ Village Energy Management System

※VEMSのイメージ
地域資源を活用した再生可能エネルギーにより、農林漁業のコスト削減や、地域経済の活性化を図る仕組み。
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みどりの食料システム戦略（抜粋）

3 本戦略の目指す姿と取組方向

（１）本戦略の策定とこれに基づく取組
（略）

② 本戦略に基づき、調達、生産、加工・流通、消費のサプライチェーン全体について、労力軽減・生産性向上、地域資源の
最大活用、脱炭素化（温暖化防止）、化学農薬・化学肥料の提言、生産多様性の保全・再生の点から目指す姿として、
・ 2040年までに、革新的な技術・生産体系を順次開発（技術開発目標）
・ 2050年までに、革新的な技術・生産体系の開発を踏まえ、今後、「政策手法のグリーン化」（後述）を推進し、その社

会実装を実現（社会実装目標）
という2段階の目標を掲げるとともに、従来の施策の延長ではない形で、サプライチェーンの各段階における環境負荷の低
減と労働安全性・労働生産性の大幅な向上をイノベーションにより実現していくための道筋を示す。

（略）
（２）政策手法のグリーン化

① 農林水産省の補助事業については、技術開発の状況を踏まえつつ、2040年までにカーボンニュートラルに対応することを
目指す。また、園芸施設については2050年までに化石燃料を使用しない施設への完全移行を目指す。

（略）
（５）本戦略が目指す姿とKPI（重要業績評価指標）

⑦ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、農林漁業の健全な発展に資する形で、我が国の再生可能エネルギーの導
入拡大に歩調を合わせた、農山漁村における再生可能エネルギーの導入を目指す。

４ 具体的な取組

（１）資材・エネルギー調達における脱輸入・脱炭素化・環境負荷軽減の推進
① 持続可能な資材やエネルギーの調達

・ 営農型太陽光発電、バイオマス・小水力発電等による地産地消型エネルギーマネジメントシステムの構築
・ 農山漁村の活性化に資する再エネ事業者等の取組を可視化するためのロゴマークの導入
・ 小水力発電、地産地消型バイオガス発電施設等の導入
・ バイオ液肥（バイオガス発電の副産物である消化液）の活用による地域資源循環の取組の推進
・ 地産地消型エネルギーシステムの構築に向けた必要な規制の見直し

（令和３年５月12日 みどりの食料システム戦略本部決定）
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地域貢献について

地元で永く商売をするためには

21

地域

売り手 買い手

三方よし
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上
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1
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ご清聴ありがとうございました。




